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(資料 4 )

平成29年度事業計画
(自平成29年 4 月 1 日 至平成30年 3 月31日)

平成29年度における本会の事業計画は次のとおりである。
公益目的事業

1.学術集会委員会
a.学術集会を下記のとおり年1回開催し、講演抄録は学会誌として発行する。

第90回学術集会 (会長 谷 口 信 行)
平成29年 5 月26日～28日 於：栃木県総合文化センター(栃木県)

以降の予定
第91回学術集会 (会長 中 谷 敏)

平成30年 6 月 8 日～10日 於：神戸国際会議場(兵庫県)
第92回学術集会 (会長 森 秀 明)

平成31年 5 月24日～26日 於：グランドプリンス新高輪(東京都)
b.学術集会の在り方を考えて、その運営が円滑に行われるように助言する。
c.本学会として、中長期的に継続させるべきプログラムについて検討し、各種委員会にて検討していただくよう提言する。
d.第93回学術集会会長候補者について、役員及び代議員宛に自薦、並びに他薦依頼を行い、それに基づき候補者を理事会で

決定する。

2.地方会委員会
a.下記の地方会の開催を予定している。

北海道地方会学術集会
第47回 会長 山 田 聡

平成29年12月23日 於：北海道大学術交流会館(札幌市)
東北地方会学術集会

第54回 会長 高 野 真 澄
平成29年 9 月10日 於：コラッセふくしま(福島市)

第55回 会長 篠 崎 毅
平成30年 3 月11日 於：仙台市中小企業活性化センター(仙台市)

関東甲信越地方会学術集会
第29回 会長 小 川 眞 広

平成29年11月11日～12日 於：JPタワー ホール＆カンファレンス(東京都)
中部地方会学術集会

第38回 会長 山 下 竜 也
平成29年 9 月10日 於：金沢大学附属病院宝ホール(金沢市)

関西地方会学術集会
第44回 会長 中 谷 敏

平成29年 9 月23日 於：大阪国際会議場(大阪市)
中国地方会学術集会

第53回 会長 中井祐一郎
平成29年 9 月 2 日 於：倉敷市芸文舘(倉敷市)

四国地方会学術集会
第27回 会長 渡 橋 和 政

平成29年10月21日 於：高知大学医学部(南国市)
九州地方会学術集会

第27回 会長 木佐貫 彰
平成29年 9 月17日 於：かごしま県民交流センター(鹿児島市)

b.地方会に関する事業の発展、充実及び円滑な運営の促進
1)各地方会の事業が円滑に運営されるよう指導及び助言を行う。
2)地方会交付金の算定を行い、交付する。
3)地方会学術集会に関して助言を行う。
4)地方会講習会に関して助言を行う。
5)学術集会委員会と共同して正会員増加に関する検討を行う。

c.地方会委員会会議及び地方会運営委員長会議を開催し、各地方会相互の連絡を緊密に行う。
d.地方会を通じて正会員数増加の推進を行う。
e.各地方会学術集会演題受付Webシステムを利用し、抄録のweb掲載を行う。

3.教育委員会
a.下記の教育セッションを開催する｡

第16回教育セッション
平成29年 5 月26日 於：ホテルニューイタヤ(栃木県)

b.下記の超音波診断講習会｣を開催する。
超音波診断講習会(乳腺)

平成29年 9 月24日 於：大宮ソニックシティ(埼玉県)
超音波診断講習会(心エコー)

平成29年11月 5 日 於：パシフィコ横浜(神奈川県)
超音波診断講習会(血管)

平成29年 1 月14日 於：京都リサーチパーク(京都府)
超音波診断講習会(消化器)

平成29年中開催予定 開催地は未定
c.｢小規模講習会(腹部ハンズオンセミナー)｣を最低4回以上開催する。
d.第91回学術集会会期中に開催予定の｢第17回教育セッション｣を企画し、開催に向けての準備を行う｡
e.平成30年度に開催する｢超音波診断講習会｣を企画し、開催に向けての準備を行う｡
f.平成30年度に開催する｢小規模講習会(腹部ハンズオンセミナー)｣を企画し、開催に向けての準備を行う｡

4.顕彰委員会
a.第19回特別学会賞の選考を行う。
b.第16回松尾賞の選考を行う。
c.第17回技術賞の選考を行う。
d.第31回菊池賞(論文賞)の選考を行う。
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e.第12回伊東賞(論文賞)の選考を行う。
f.第18回奨励賞の選考を行う。
g.第6回新人賞(地方会)の選考を行う。

5.用語・診断基準委員会
a.医用超音波用語関係

1)医用超音波用語集改訂を随時行い、ホームページに反映する。
2)他学会との交流、及び連携を図り、用語の整合性について検討を行う。

b.診断基準関係
1)｢超音波による頸動脈の標準的評価法｣公示に向けて検討を行う。
2)｢超音波による下肢静脈の標準的評価法｣公示に向けて検討を行う。
3)｢消化管診断基準｣公示に向けて検討を行う。
4)｢胆嚢腫瘍診断基準｣公示に向けて検討を行う。
5)｢脂肪肝の超音波診断基準｣公示に向けて検討を行う。
6)｢双胎妊娠胎児の標準値｣公示に向けて検討を行う。
7)｢胎児超音波スクリーニングガイドライン｣公示に向けて検討を行う。
8)｢非腫瘤性病変乳腺疾患ガイドライン｣公示に向けて検討を行う。
9)｢乳房造影超音波診断基準｣公示に向けて検討を行う。

10)｢胸部超音波用語・診断基準｣公示に向けて検討を行う。
11)｢STCの適正使用｣について検討を行う。

6.機器及び安全に関する委員会
a.｢超音波の安全性｣についての調査、啓発活動を行う。
b.｢音響放射力の生体への影響検討小委員会｣において、音響放射力インパルスの生体への影響について検討を行う。
c.｢経腟探触子の消毒法に関する小委員会｣において、経腟探触子の消毒法に関する検討を行う。
d.｢超音波生体作用実験ガイドライン｣を学会誌に掲載するための検討を行う。
e.超音波診断機器の安全規格に関する最新動向を把握するため、国際電気標準会議(IEC)に委員1名を派遣する。
f.第90回学術集会会期中に特別企画を実施する。
g.日本画像医療システム工業会から依頼のあった超音波診断装置の添付文書テンプレートについて、記載する内容について

検討を行う。

7.研究開発促進委員会
a.平成29年度研究開発班の設置申請についての審査を行い、研究開発班の設置を認可する。
b.平成29年度研究会の設置申請についての審査を行い、研究会の設置を認可する。
c.平成30年度研究開発班の設置申請の公募を行い、応募書類を審査する。
d.平成30年度研究会の設置申請の公募を行い、応募書類を審査する。
e.第90回学術集会会期中に｢新技術開発セッション｣を実施する。
f.第90回学術集会会期中に｢研究成果発表会｣を実施する。

8.国際交流委員会
a.公益社団法人日本超音波医学会奨学制度(JSUM Fellowship)関係

｢公益社団法人日本超音波医学会奨学制度実施要領｣に準拠して、下記の活動を行う。
1)2017年度JSUM Fellowship研修生の研修を実施する。
2)2018年度JSUM Fellowship研修生を公募し、選考する。
3)今後の国際貢献のあり方について検討する。

b.アジア超音波医学学術連合(AFSUMB)・世界超音波医学学術連合大会(WFUMB)関係
1)2017年に台湾(2017年10月13日～17日)にて開催される第16回WFUMB大会に学術、広報などの面で協力する。
2)2018年にソウルにて開催される第13回AFSUMB大会に学術、広報などの面で協力する。
3)AFSUMB機関誌(Journal of Medical Ultrasound)、及びAFSUMBと本会web siteにおいてJSUM Fellowshipの募集広告を行

う。
4)WFUMBとAFSUMBのEducation Programに協力する。

c.超音波医学に関して国際的に活躍される方で本会名誉会員にふさわしい方を検討し、理事会へ推薦する。

9.編集委員会
a.和文誌｢超音波医学｣(7冊)：第44巻 Supplement号、3～6号、及び第45巻1・2号英文誌｢Journal of Medical

Ultrasonics｣(4冊)：第44巻2～4号、及び第45巻1号上記、計11冊を発行する。
b.総説、及び特集などの執筆を依頼する。
c.投稿料、及び転載について、課金の検討を行う。

収益事業・共益事業
10.超音波専門医制度委員会

a.平成29年度研修施設の指定を行った上で指定証を交付し、併せて学会誌に公示する。
b.第27回超音波専門医認定試験を実施し、合格者の登録を行った上で認定証を交付し、併せて学会誌に公示する。
c.第23回超音波専門医資格更新審査を実施し、更新者の認定・登録を行った上で認定証を交付し、併せて学会誌に公示する。
d.平成29年度超音波指導医の新規自薦申請者を公募した後、新規及び再委嘱候補者の審査を行い、資格条件を満たした候補

者に対し委嘱を行った上で委嘱状を交付し、併せて学会誌に公示する。
e.第28回超音波専門医認定試験のための試験委員会を組織し、準備を進める。
f.第24回超音波専門医更新に関する会告を公示する。
g.平成30年度研修施設の指定に向けての審査を行う。
h.超音波研修カリキュラムに沿った超音波研修プログラムのモデルを策定する。
i.教育委員会と合同で｢超音波専門医研修カリキュラム｣改訂に向けて検討を行う。
j.本制度に関わるweb siteページの充実化を図る。
k.本制度に関する会員への啓発を積極的に行う。
l.本制度に関する他学会との連携を深める。
m.一般社団法人日本専門医機構のヒアリング結果に対し今後の対策を検討する。
n.一般社団法人日本専門医機構の事業に主体的に関わって、専門医制度の資質向上に資する。

11.超音波検査士制度委員会
a.第33回超音波検査士認定試験を実施する。
b.2018年超音波検査士資格更新を実施する。
c.第6回超音波指導検査士(腹部領域)認定試験を実施する。
d.超音波検査士制度のさらなる育成と増進を図る。
e.超音波検査士制度のさらなる充実を図る。
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f.超音波指導検査士(腹部領域)認定試験受験者向けに｢超音波指導検査士(腹部領域)認定試験のための講習会｣を実施する。

12.超音波工学フェロー認定審査委員会
a.第19回超音波工学フェローを公募して、認定審査を行い、適格と判定したものを理事会の議を経て認定し、希望者には

認定証を交付し、併せて学会誌に公示する。
b.第14回超音波工学フェロー資格更新を実施し、更新者の登録を行った上で認定証を希望者へ交付し、併せて学会誌に公

示する。
c.超音波工学フェロー制度の活性化の議論を行い、必要な方策を実施する。

13.企画委員会
a.本会と関連省官庁との連携を強める。
b.その他、理事長より諮問される案件については慎重に審議し、早急に答申するとともに、超音波医学について将来的視野

で検討し、委員会独自の提言を行う。

14.保険委員会
a.引き続き、内保連・外保連に委員を参加させ、関連他学会との情報交換を行う。
b.平成30年度診療報酬改定に向けての準備を行う。
c.例年のように各種超音波検査の年間検査件数、及び検査に携わる医師や技師の実態把握のためアンケート調査を行う。

15.広報委員会
a.本学会情報を学会誌及びインターネット等により広報を行う。
b.新たなweb siteで生じた問題点を速やかに解決・修正して行き、より良いweb環境を構築する。

法人事業／法人管理関係
16.倫理委員会

倫理に関する事項について検討を行う。

17.利益相反委員会
学会員の利益相反に関するマネージメントを行う。

18.男女共同参画委員会
a.第90回学術集会会期中に男女共同参画シンポジウムを開催する｡
b.男女共同参画に関するアンケート調査を実施する。
c.平成29年度女性医師支援担当者連絡会に参加する。

19.会員資格審査関係
会員の取扱規則に従い、会員資格に関する下記認定の審査を行う。
1)入会希望者及び退会希望者の審査
2)会員資格喪失該当者の審査
3)会員種別変更希望者の審査
4)休会希望者の審査

20.規約関係
理事長の諮問を受けて、学会運営に関する諸規約の制定、及び改正について逐次審議し、作案する。

21.日本医学会関係
1)日本医学会定時総会に出席する。
2)日本医学会シンポジウムに協力する。
3)平成29年度日本医学会分科会用語委員会に出席する。
4)日本医学会研究倫理教育研修会に出席する。
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公益社団法人収支予算内訳書(損益計算ベース)

平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

公1 資格認定事業 会員相互補助事業

1.経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用収入 0 0 0 0 3,600 0 3,600

特定資産運用収入 3,350 0 0 0 0 0 3,350
入会金収入 665,000 0 0 0 665,000 0 1,330,000

会費収入 79,561,750 0 0 0 79,561,750 0 159,123,500
参加費収入 68,180,000 0 0 0 0 0 68,180,000
共催セミナー収入ほか 72,914,600 0 0 0 0 0 72,914,600

広告収入 5,658,000 0 0 0 0 0 5,658,000
試験・新規認定収入 0 44,842,500 0 44,842,500 0 0 44,842,500

更新認定収入 0 15,196,000 0 15,196,000 0 0 15,196,000
学会誌別刷収入 180,000 0 0 0 0 0 180,000
資料頒布収入 3,149,600 － 0 0 0 0 3,149,600

著作権・印税収入 586,000 － 0 0 0 0 586,000
寄付金収入 4,110,000 0 0 0 0 0 4,110,000

補助金・助成金収入 0 0 0 0 0 0 0
受取利息収入 0 0 0 0 14,000 0 14,000
雑収入 0 0 0 0 10,000 0 10,000

経常収益計 235,008,300 60,038,500 0 60,038,500 80,254,350 0 375,301,150
(2)経常費用

事業費

学会誌出版費 36,000,000 0 0 0 36,000,000
発送経費 8,720,000 0 0 0 8,720,000

校正費 2,520,000 0 0 0 2,520,000
表彰関係費 5,204,000 0 0 0 5,204,000

奨学金 2,400,000 0 0 0 2,400,000
給与手当 21,789,642 8,257,128 1,146,823 9,403,951 31,193,593
臨時雇い賃金 11,224,620 1,048,000 0 1,048,000 12,272,620

会計顧問料 300,000 0 0 0 300,000
法定福利費 3,748,225 1,420,380 197,275 1,617,655 5,365,880

職員交通費 747,175 283,140 39,325 322,465 1,069,640
事務所賃借料 9,357,975 3,546,180 492,525 4,038,705 13,396,680
備品費 0 0 0 0 0

文具消耗品費 7,236,200 0 0 0 7,236,200
光熱水料 542,450 205,560 28,550 234,110 776,560

会場・会議費 86,647,190 6,571,000 19,000 6,590,000 93,237,190
印刷費 17,596,850 3,343,000 0 3,343,000 20,939,850
通信・運搬費 4,811,500 4,805,200 144,130 4,949,330 9,760,830

旅費・交通費 12,586,122 3,683,000 350,000 4,033,000 16,619,122
頒布資料印刷費 663,000 0 0 0 663,000

WFUMB機関誌購入費 1,130,000 0 0 0 1,130,000
払込手数料 991,000 0 0 0 991,000
システム運営費 14,663,576 0 0 0 14,663,576

租税公課 1,226,975 505,225 0 505,225 1,732,200
業務委託費 25,953,482 557,000 0 557,000 26,510,482

会費・分担金 3,300,000 0 0 0 3,300,000
関連行事費 4,000,000 0 0 0 4,000,000
諸謝金 7,973,000 2,948,000 0 2,948,000 10,921,000

賞与引当金繰入額 1,891,483 716,772 99,552 816,324 2,707,807

退職給付費用 164,952 62,507 8,682 71,189 236,141
減価償却費 212,055 12,147 1,687 13,834 225,889

事業費計 293,601,472 37,964,239 2,527,549 40,491,788 0 0 334,093,260

管理費

給与手当 0 0 14,679,340 14,679,340
会計顧問料 0 0 864,000 864,000

福利厚生費 0 0 514,000 514,000
法定福利費 0 0 2,525,120 2,525,120
職員交通費 0 0 503,360 503,360

事務所賃借料 0 0 6,304,320 6,304,320
事務用機器賃借料 0 0 873,000 873,000

備品費 0 0 160,000 160,000
文具消耗品費 0 0 370,000 370,000
光熱水料 0 0 365,440 365,440

事務ＯＡ化費 0 0 700,000 700,000
会場・会議費 0 0 814,480 814,480

印刷費 0 0 1,964,000 1,964,000
通信・運搬費 0 0 2,112,800 2,112,800
旅費交通費 0 0 4,150,000 4,150,000

租税公課 0 0 1,154,800 1,154,800
払込手数料 0 0 1,932,000 1,932,000

システム運営費 0 0 504,000 504,000
会費・分担金 0 0 833,000 833,000
保険料 0 0 152,000 152,000

業務委託費 0 0 791,000 791,000
雑費 0 0 429,000 429,000

賞与引当金繰入額 0 0 1,274,260 1,274,260
退職給付費用 0 0 111,119 111,119
減価償却費 0 0 21,595 21,595

管理費計 0 0 44,102,634 0 44,102,634
経常費用計 293,601,472 37,964,239 2,527,549 40,491,788 44,102,634 0 378,195,894

当期経常増減額 △ 58,593,172 22,074,261 △ 2,527,549 19,546,712 36,151,716 △ 2,894,744

2.経常外増減の部 0 0
経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0
当期正味財産増減額 △ 58,593,172 22,074,261 △ 2,527,549 19,546,712 36,151,716 0 △ 2,894,744
一般正味財産期首残高 148,827,774 15,146,614 31,947,943 195,922,331

一般正味財産期末残高 90,234,602 34,693,326 68,099,659 193,027,587

（注）資金調達及び設備投資の見込みについて

１．資金調達の見込みについて

当年度における借り入れの予定　・・・　なし

２．設備投資の見込みについて

当年度における重要な設備投資（除却又は売却を含む）の予定　・・・　なし

法人会計 内部取引消去
公益目的事業会計 収益事業等会計 収益事業等会計

小計
合計科目
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